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補 助事業名 平成29年度ＴＰＰによるＡＳＥＡＮの機械工業への影響調査研究補助事

業 

補助事業者名 一般財団法人 国際貿易投資研究所 

 

１ 補助事業の概要 

（１）事業の目的 

ＴＰＰ１１の発効がＡＳＥＡＮの機械工業に与える影響を分析することで、ＡＳＥＡＮに

進出している企業および進出を検討している企業の事業戦略において有益な情報を提供す

る。 

（２）実施内容 

ＴＰＰによるＡＳＥＡＮの機械工業への影響調査研究(http://www.iti.or.jp) 

ＡＳＥＡＮの自動車産業、電機産業への影響のほか、関税の引き下げによるＴＰＰ参加国

と非参加国の競争力の変化、ならびにＴＰＰの貿易・投資のルールや原産地規則がＡＳＥＡ

Ｎのサプライチェーン形成にもたらす変化を、ＴＰＰが発効した際のＡＳＥＡＮの機械工業

への影響の実態を調査研究し成果を報告書に取りまとめた。 

また、「米国抜きのＴＰＰ１１合意とＡＳＥＡＮの貿易投資への影響」セミナーを開催し

た。 

＜研究委員会＞ 

第１回研究会開催 平成２９年 ６月２６日    

第２回研究会開催 平成２９年 ９月２５日 

第３回研究会開催 平成２９年１２月 ４日 

第４回研究会開催 平成２９年 ２月 ５日 

 

 

 

 

 

＜セミナー＞ 

「米国抜きのＴＰＰ１１合意とＡＳＥＡＮの

貿易投資への影響」セミナーの開催 

平成３０年 ３月１９日 

 

 

 

 



 

 

２ 予想される事業実施効果 

実際にＴＰＰを活用する企業の視点から、ＴＰＰにおける原産地規則と原産地証明手続き

のメリット・デメリットを考察するとともに、ＦＴＡ環境の変化がＡＳＥＡＮ自動車産業へ

与える影響、およびベトナムの電機電子産業とＡＳＥＡＮの交通インフラ整備の現状を調査

した。これにより、ＡＳＥＡＮで事業を行い、あるいは計画している機械工業企業、中小機

械工業の各位に資すると思われます。 

 

３ 補助事業に係る成果物 

（１）補助事業により作成したもの 

「ＴＰＰ１１とＡＳＥＡＮの貿易、投資、産業への影響」報告書 

(http://www.iti.or.jp/report_68.pdf) 

 

 

 

 



 

４ 事業内容についての問い合わせ先 

団 体 名： 一般財団法人国際貿易投資研究所 （コクサイボウエキトウシケンキュウショ） 

住  所： 〒104-0045 

東京都中央区築地１丁目４番５号 

代 表 者： 理事長 畠山襄 （ハタケヤマノボル） 

担当部署： 総務部 （ソウムブ） 

担当者名： 審議役 寺川光士 （テラカワコウジ） 

電話番号： 03-5148-2601 

F  A  X： 03-5148-2677 

E - m a i l： webmaster@iti.or.jp   

Ｕ Ｒ Ｌ： (http://www.iti.or.jp) 


